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１ はじめに 

 東京オリンピックに向けて、政府は 2020 年に訪日外国人旅行者数 4000 万人、訪日外国

人旅行消費額 8兆円の目標を掲げている。その目標の中には、地方部での外国人延べ宿泊数

7000 万人泊や、外国人リピーター数 2400 万人、日本人国内旅行消費額 21 兆円などの数字

も併記している。1これは、現在都市部に集中する観光客を地方へと分散させることで、日

本の多様な魅力に触れてもらい、リピーターとなってもらおうという政府の思惑を反映し

たものといえよう。すなわち、いわゆる「人気スポット」と呼ばれるような、誰もが足を運

ぶ有名な観光地ではなく、まだ魅力が知られていないものの、観光地としてのポテンシャル

を秘めた「穴場」を開発していくことこそ、旅行客の分散とリピーター獲得に有効であると

考えられる。本稿は、このような「穴場」を中心に据えた地方の観光誘致について提案する

ものである。 

 本稿の構成は、まず２章で先行研究について整理し、本研究の位置づけを行う。３章では、

筆者が独自に行ったアンケート調査について、方法と結果を説明する。４章ではこれらを踏

まえ、穴場スポットの観光誘致プランを提案する。５章では、本研究の課題と意義、今後の

展望について述べる。 

 

２ 先行研究 

2.1 「穴場」についての先行研究 

 まず、本研究の主眼である、「穴場スポット」の定義については、北山(2016)が「知名度

の割に評価を集めることが可能なスポット」と定義し、(評価値/知名度)で算出される「穴

場スポット度」を用いて穴場スポットの抽出を行っている。2本稿でも、この定義のもと「穴

場スポット」を論じる。 

 「穴場」についての先行研究は決して多いとは言えず、北山(2016)の他に、Zhuangら

(2013)3や平久江ら(2017)4が、「穴場」の抽出法についての研究を行っている程度である。 

しかしながら、「穴場」の活用が観光活性化における重要課題であるというのは、多く

の先行研究が述べているところである。平久江ら(2017)は、「穴場」発見が必要な理由の

ひとつとして、リピーターは主要観光地のみでは満足できず、混雑などで十分に楽しめな

いことを挙げている。また、萩原(2009)は、社会の変化に応じて観光に求める価値も変化

するため、観光地の陳腐化は不可避の事態であり、現に日本の歴史を見ても、かつては史

跡や名勝を巡る物見遊山的な観光が主流であったが、現在はありのままの自然や住環境の

景観を楽しむ観光が人気となっていることを指摘している。5一方、新たな施設を建設して

観光客を誘致するのは、莫大なコストがかかる上に、過去にも宮崎県のシーガイアに代表

される多くの失敗例がある、と吉田(2016)は言及する。6要約すると、現状の「人気スポッ

ト」に頼っていてはその地域、ひいては日本の観光は持続性を確保できず、「人気スポッ

ト」の新設もリスクを伴うため、観光客の変化するニーズに応えながら、既存の施設、と

りわけ「穴場」を活用していく必要があるということである。 



しかしながら、「穴場」をいかに活用していくかという研究は進んでいないのが現状で

ある。そのため、「人気スポット」と「穴場」の差は何なのか、換言すると、なぜ「穴

場」は観光客誘致に活用が難しいのかという現状分析が必要である。 

 

2.2 地方観光についての先行研究 

 才原(2015)は、都会の旅行会社が企画する発地型観光から、観光地側から情報を発信す

る着地型観光へと注目は移っているものの、その成果が芳しくない理由は、マーケット把

握が不十分であるからだと指摘している。7その上で、マーケットたる消費者をアンケート

調査により、パッケージ志向/個人志向、定番志向/こだわり志向の指標を用いて 4種類に

分類した結果、こだわり個人志向が 40.9％で最も多かったと報告している。この層は「穴

場」観光に興味を持つと推測されるため、「穴場」観光の需要の大きさは十分あると言え

よう。 

 地域観光の競争力決定要因については、尾崎(2016)が実証分析を行っており、その結

果、観光インフラ、観光プロモーションは観光消費を高め、観光資源については歴史・文

化的なもの及びスポーツ・レクリエーション用に限り観光消費を高めると結論が得られて

いる。8４章ではこの３つの観点に沿って、プランを提示する。 

 観光立国化に向けた動きは、１章で紹介した政府の目標からもわかるようにインバウン

ド重視となっている。一方で、この動きに対して萩原(2009)は疑問を呈し、地域の個性と

魅力が創出されるか否かということこそが観光振興の本質であると指摘する。9特にリピー

ター増加を狙う日本にとっては、外国人観光客を飽きさせないことが必要であることか

ら、地域独自の魅力の重要性は今後も増していくものと考えられる。地方の「穴場」観光

の発展は、インバウンド対策としても有効であろう。 

 

３ アンケート調査 

3.1 アンケート調査の方法 

 「穴場」に関する消費者のニーズや、観光全般に関する消費者の考えを把握するため、

ネット上で Google Formを用いてアンケート調査を行った。2018年 11月 9日から 19日ま

で回答を募り、計 239 件の回答を得た。用いたアンケートは参考資料の通りである。 

 

3.2 アンケート調査の結果と考察(以下、カッコ内は人数) 

①年齢層 

10歳代以下が 46.4％(111)、20歳代が 51％(122)で、回答者が若年層中心であることが

わかる。その他の年齢層は、30歳代 0.8％(2)、50・60・70歳代と「回答しない」と答え

た人が 0.4％(1)ずつとなった。質問によっては考慮に入れなければならない要素である。 

 

 



②性別 

 男性 57.3％(137)に対し、女性 41.8％(100)、「回答しない」と答えた人は 0.8％(2)であ

った。多少男性が多い標本だが、許容範囲とみなし、以下性別は均等な標本とする。 

③発地型観光の経験・満足度 

 旅行会社が企画するプログラムやツアーに参加した経験が「ある」と答えたのは 48.5％

となり、満足度の内訳は、「とても満足した」19.8％、「まあ満足した」62.1％、「普通」

12.9％、「あまり満足しなかった」4.3％、「全く満足しなかった」0.9％となった。 

④着地型観光の経験・満足度 

 旅行先の地域が企画するプログラムやツアーに参加した経験が「ある」と答えたのは

21.8％となり、発地型と比べるとかなり少ない。原因には、地域の情報発信能力の不足な

どが挙げられるだろう。満足度を見ると、「とても満足した」25.9％、「まあ満足した」

59.3％、「普通」11.1％、「あまり満足しなかった」1.9％、「全く満足しなかった」1.9％

となった。「満足」の２つを足した割合は 85.2％と、発地型の 81.9％と比べても高く、ま

た「とても満足した」の割合の高さを見ても、着地型観光の充実度の高さがうかがえる。

地方ならではの魅力を味わえる着地型観光には、まだ多くの伸びしろがあると言っていい

だろう。 

⑤人気・穴場スポットの潜在需要と顕在需要、その差の理由 

 「人気スポットに行きたい」と答えたのは 36.8％、「穴場スポットに行きたい」と答え

たのは 39.7％となった。一方で、実際に行くことが多いのは「人気スポット」59.8％、

「穴場スポット」21.3％となった。詳細は Table.1 の通りである。 

 

 Table.1 行きたい観光地と実際に行く観光地(自主アンケートより著者作成) 

 

 

「穴場スポット」に行きたいと思っている消費者のうち、実際に「穴場スポット」に行

くのが多くない人が 41.1％しかいないことから、潜在需要と実際の観光行動の間に差があ

ることがわかる。この層は「穴場」であることをセールスポイントとすることで誘致に成

功する可能性が高いと考えられる。 

人気 穴場 計

人気 77 33 143

穴場 5 39 51

計 88 95 239

45

56

実際

33

7

166 23

どちらとも言えない

行きたい

どちらとも

言えない



 この結果に従って、「ズレが生じている理由」の回答も、そのほとんどが「穴場スポッ

ト」に行きたいが「人気スポット」に行くことが多い人の回答となっていた。回答の中で

目立つものをまとめると 

・情報量の差により、「間違いない」人気スポットに行ってしまう 

・穴場スポットがみつからない 

・交通の便が悪い 

・旅行の仲間と行くと穴場スポットの希望が合わない 

などが挙げられる。他の消費行動と比較して、観光は機会費用が大きいため、安定志向が

特に強くなると考えられる。そのため、情報のアウトプットが観光客誘致には必要不可欠

である。また、アクセスの悪さも改善すべき要素である。 

⑥旅行の際の情報源 

 一番多かった回答は「SNSの口コミや写真」(142)で、以下「インターネット上の公式サ

イト」(131)、「市販のトラベルガイド」(93)、「インターネット上のブログ等の情報」

(92)、「旅行会社のパンフレット」(76)、「その他」(31)、「街なかの広告」(15)、「インタ

ーネット上の広告」(12)、「テレビの広告」(11)と続いた。標本の年齢層が 10～20代だと

いうことは忘れてはならないが、少なくとも若者には SNSやインターネットを使ったプロ

モーションが有効だということは言えるだろう。旅行会社のパンフレットやトラベルガイ

ドには、有名観光地の情報が中心的に掲載されていることから、これらを多用する観光客

は人気スポットへの旅行を希望していると考えられる。また、広告の類い、特にテレビ CM

の影響力が小さいのは特筆すべきである。世代間で使用するメディアが異なる現代におい

て、テレビは世代を問わず多くの消費者に働きかけることができる数少ないメディアであ

り、10また公式サイトやパンフレットより、観光情報に対して受動的な消費者にも情報を

届けて興味をそそることができるため、積極的に活用していくべきである。 

⑦地方自治体のホームページ 

 地方自治体のホームページを見たことが「ある」と答えたのは 41.4％(99)にとどまっ

た。この数字は非常に低いとみるべきである。なぜならば、特に若者はネットが身近な時

代の中で修学旅行など、目的地が予め決まった旅行を体験しているため、目的地の名前を

入れて検索をかけ、観光情報を調べる機会が少なからず存在したはずだからだ。地名まで

入れて検索しても地方自治体のホームページが出てこないのでは、観光情報など観光者に

見てもらえるはずがない。ホームページへのアクセスの改善はプロモーションにおける重

要課題と言えるだろう。 

 ホームページを見た人の満足度は、「とても参考になった」17.1％、「まあ参考になっ

た」50.5％、「どちらとも言えない」16.2％、「あまり参考にならなかった」14.3％、「全

く参考にならなかった」1.9％となった。３人に１人は「参考になった」とは言えない程

度の満足度であるということは、ホームページの内容にも改善の余地があると言えよう。 

 



⑧「最悪の旅」 

 この質問を自由記述形式にしたのは、環境が消費者に与えるネガティブな影響の中で特

に重要なものを回答してもらうためである。多くの先行研究で行われているアンケート

は、集計の簡便化・思い通りの結果の得やすさから選択式のものが多いが、選択式では回

答者の思考を制限してしまうという問題点がある。そこでこの調査では自由記述式とし

た。結果の集計には、無料テキストマイニングツール User Local を使用した。記述内容

をよく反映している名詞の出現頻度をまとめたのが Table.2である。 

 

 
Table.2 「最悪の旅・テキストマイニング」(３回以上出現した名詞のみ抜粋) 



  

結果について、Table.2に挙げた頻出単語をさらにグルーピングしてみると、 

・人間関係系(「喧嘩」「同行」「一緒」「友人」) 

・トラブル系(「事故」「犯罪」「トラブル」「病気」「体調」「体調不良」「貴重」) 

・天候系(「雨」「天候」「悪天候」「天候不順」「天気」「台風」) 

・宿・ご飯系(「宿」「ホテル」「飯」「ご飯」) 

・移動系(「移動」「飛行機」「交通機関」「パスポート」「欠航」) 

のように分類できる。これらのうち、人間関係系、及びトラブル系については、画期的に

現状を改善するというのは非常に困難であるが、一方で天候系、宿・ご飯系・移動系につ

いては、観光業関係者が改善する余地は十分にあるであろう。なお、移動系の回答では、

「悪天候により移動手段が絶たれる」という旨の回答が多かったことを付記しておく。 

⑨楽しかった旅の思い出 

 先の質問同様、自由記述式とすることで、観光において特に満足度を高める要因を、回

答者の思考を制限せず調査した。なお、先の質問と対照的に「最高の旅とは」のような問

いにしなかったのは、対照的質問では先の質問で考えたことに思考が制限され、同じよう

な回答しか得られなくなる可能性があるからである。先と同じツールを使用して結果を集

計した。詳細は Table.3を参照されたい。今回は動詞が記述内容をよく表現している回答

が多かったため、動詞についても掲載している。 

 単語を分類すると、 

・人間関係系(「友人」「家族」「同期」「会話」「一緒」「話す」) 

・その土地ならでは系(「現地」「地元」) 

・計画系(「計画」「予定」「決める」) 

・体験系(「景色」「体験」「お祭り」「綺麗」「自転車」「自然」「知る」「回る」「感じる」) 

・宿・ご飯系(「宿」「ご飯」「食べ物」「食べる」) 

のようになる。人間関係は、観光への影響において、プラスにもマイナスにも大きく働い

ているということがわかる。また、現地ならではの体験や、地元の人との会話が楽しかっ

たという意見も多く散見された。地方観光はこの点において、観光客のニーズを捉えた将

来性ある観光の姿だと言えよう。計画系では、「計画通りに観光地を回りきれた」という

意見と、「無計画で行った・想定外のことが起きたのが楽しかった」とする意見の双方が

相当数見受けられた。体験系や宿に関しては、そもそも観光客をターゲットとしている

が、飲食店に関しては必ずしもそうではない可能性がある。また観光客側も、美味しい料

理が食べたいのか、現地ならではの料理を食べて現地の人との交流を望んでいるのかな

ど、その需要は多様であろう。そのため、観光地化を進めるにおいては、各飲食店がター

ゲットを定め、そのターゲットに合わせた店舗にするとともに、広告においても飲食店の

コンセプトがわかるようにすることで、より高いレベルで需要と供給のマッチングが可能

になると考えられる。  





 

Table.3 「楽しかった旅の思い出・テキストマイニング」(３回以上出現した名詞・動詞

のみ抜粋) 

 

４ 提言 

 3.2節では、「穴場」であるという情報そのものが、相当数の観光客を誘致することがで

きる可能性がある一方で、現状「穴場」が目的地として選ばれない理由を分析した。した

がって、本章では、「穴場」を売りにしつつ、その弱みをカバーすることで、「穴場」の観

光地化を達成するプランを提案する。2.2節で述べたとおり、観光消費を高める要因は観

光資源、観光プロモーション、観光インフラの３つであるため、このそれぞれについて具

体的提案をしていく。 

 

4.1 観光資源の活用 

 第一に、当然ながら「穴場」の発見が必要である。これは地方自治体などの行政より、

その土地に実際に暮らしている住民の方が適しているだろう。その土地に根ざして生活し

ている市民だからこそわかる魅力こそ、着地型観光が一定の成果を上げている理由であ

る。実際、有名観光地として知られ、多くの情報が発信されている小樽市においてさえ、

住民の 45.2％が「小樽の街の良さが観光客に伝わっていない」と感じていることからも、

外部の人間の目線と住民の目線のズレが見てとれる。11そして、このズレこそが「穴場」

を生み出すであろう。 

 第二に、「穴場」の検証である。住民が魅力と感じていても、最終的には観光客に響か

なければ意味が無い。観光客のニーズを把握しなければ、3.2節で明らかになった「穴

場」への不安を取り除くことはできない。発見の段階とは対照的に、この段階では外部の

人間の目線、特に観光客のニーズを知る人間の目線が必要である。代表的なアクターとし



ては旅行会社が挙げられる。田中(2007)が、地方自治体と旅行会社が互いの強みを活か

し、弱さを補い合うことが必要と述べている通りである。12 

 第三に、人気スポットとの連携・広域周遊の強化である。3.2節で明らかになったよう

に、特に集団での旅行となると、嗜好の違いを最小化すべく、とりあえず人気スポットに

行こうというモチベーションが働く。また、「穴場」のみを観光地として計画を立てるの

は不安だという観光客も少なくないだろう。そのため、「人気スポット」と合わせた観光

コースを地元企業や地方自治体が発信していくことで、「穴場」への不安を最小限にして

観光を促すのが有効だと考えられる。その際、連携する「人気スポット」の場所次第で

は、徒歩圏内でのコースのみならず、都道府県内、また都道府県をまたいだより広域での

周遊を促すコースも視野に入れる必要もあろう。日本で現状行われている広域観光は、共

同 PRやイベント開催など限定的であるが、例えば交通機関の共同整備など、より様々な

連携が必要である。13広域周遊の整備については、アメリカでその効果が実証されてお

り、アーカンソー州で点在する観光地を結ぶ道路を整備するなどの公共事業を行った結

果、北東部の Piggott 市では整備後２年で 16件の店舗出店を生み出したと報告されてい

る。14 

 

4.2 観光プロモーションの改善 

 第一に、ホームページを活用していく。3.2 節でも述べたように、観光客の自治体ホー

ムページ利用率は低い。ホームページの問題点については、額賀(2008)が指摘しているよ

うに、①内容が住民向け、②表現がわかりにくくワンパターン、③観光情報が羅列的、な

どがある。そもそも内容が住民向けでは、観光客が検索してヒットするはずがないので、

観光客にもヒットするように、売りとなるワード(例えば、名物の祭りや料理など)をホー

ムページ内に入れる。また、4.1節でも述べたように、個人観光客でも「人気＋穴場」の

観光計画が立てやすいように、観光コースのサンプルを複数掲載する。土地をよく知って

いる地元の行政がコース化することで、観光客がもしサンプル通りでない計画を立てたと

しても、効率的に地域を回ることが可能になると考えられる。インバウンド対応としての

多言語表記も言うまでもなく不可欠である。 

 第二に、SNSの活用である。SNSは、行政のみならず、観光客自身も情報を発信するこ

とができるものであり、また観光客は行政の人間より他の観光客の評価を信用するであろ

うことから、自治体自身が活用するにとどまらず、観光客に生の声を発信してもらうこと

が重要である。具体的には、Twitter、Facebook、Instagramを通じてイベントなどの情報

発信を行う。また、地域内の宿泊施設や飲食店と協力して、SNSへの投稿で商品やサービ

スを割り引いたり特典をつけたりする「SNS割」を導入する。綺麗な写真が撮れる撮影ス

ポットなどを用意するのも効果的だろう。近年、写真投稿のために立ち入り禁止の花畑な

どに侵入する観光客が出現するなど、SNSの過熱は問題も指摘されているところである



が、15予め地域側で撮影スポットを用意しておけば、そのような撮影が危険あるいは迷惑

となる場所での観光客の撮影を防止する効果も期待できる。 

 第三に、テレビ CM の活用である。3.2節で先述した通り、メディアの多様化が進む現代

において、テレビは幅広い世代に、しかも消費者が能動的に情報を集めようとしなくても

情報を拡散できるメディアである。一方、CMは 15秒や 30秒という時間的制約が大きい。

そこで、ネット誘導型 CMが有効となる。インパクトや興味を CMで植え付け、詳細な情報

はネットで参照してもらうというものだ。16もちろんコストはかかるが、観光客に知って

もらわなければ来てもらうことなどできないため、知名度の低い地域にとっては必要であ

ろう。 

 

4.3 観光インフラの整備 

 尾崎(2016)は、「観光インフラストラクチャー」を交通機関、宿泊施設、飲食店だと定

義して分析を行っている。本研究では、インバウンド対策の視点を加えるべく、通訳ガイ

ドの配置など言語的障害を撤廃するシステムも観光インフラの一部と定義する。これが消

費を高めるかについては分析されていないが、少なくとも外国人観光客の満足度に影響す

ることは間違いないだろう。 

 第一に、交通機関の簡便化・有用化である。まず電車であるが、日本の鉄道は、その運

営企業が非常に多く、乗換えの度に乗車券を購入するのは不便であり、費用もかさむた

め、広域観光の足かせとなる。そこで、企業をまたいでの「一日フリーパス」を、行政が

中心となって作成する。現状でも、複数社で乗り継げる一日フリーパスは存在するが、結

局地域内全ての鉄道会社を網羅しているものは存在しないため、行政を中心に協議を進

め、観光客向けに商品化する。 

 第二に、地域バスの充実である。地域内で、「人気スポット」と「穴場スポット」が

少々離れている場合は往々にして存在するであろう(もし近いのであればその「穴場」は

十分人が訪れ、「穴場」でなくなる)が、その際に徒歩しか選択肢がないとなると、特に雨

の日は「穴場」まで足を運ぶのを断念してしまうだろう。もし観光シーズンでない季節に

は採算が取れないルートならば、観光シーズン限定にするなどしてでも観光客誘致に努め

るべきだ。広域観光の促進には、移動手段の充実が肝要である。 

 第三に、宿泊施設の協力による人数制限である。「穴場」というのは、人が来すぎてし

まっては「穴場」でなくなるという矛盾を抱えている。人のいないところでのんびりしよ

うと思っていたのに観光地で人混みに揉まれて疲れた、となっては、観光客は二度と足を

運んではくれないだろう。そのため、地域内の観光関係団体が協議して、地域のキャパシ

ティを算出し、それ以上に人がいる状態を作らないよう、宿泊施設が協力して人数管理を

する。「人がいない」というブランドにより、客を呼び寄せることこそ、このプランの主

眼である。 



 第四に、宿泊施設や飲食店の柔軟な対応である。日本では、観光シーズンに観光客が殺

到するため、オプションサービスが発達しておらず、「できません」で突き返してしまう

風潮があるが、これは外国人観光客にとっては不満に感じる要素である。17別料金という

形でも、観光客一人ひとりの要望に合わせたきめ細かな対応をすることで、リピーターを

増やすことができれば、観光客の流入数を制限してもビジネスは十分に成立するだろう。 

 第五に、通訳の配置である。日本の宿泊施設は、外国人観光客を受け入れられないとす

る施設が多い。また飲食店においても、商品のなかの材料を伝えられなければアレルギー

対応ができないなど、言語の障害による問題は多様である。「通訳ガイド」に絞って見る

と、国家資格として「通訳案内士」という資格が設置されているものの、資格取得者の業

務独占は確保されておらず、無資格のガイドが就業しているケースが多々ある。18通訳の

質、また量を確保すべく、国は漸進的に、通訳案内士の業務独占を進める。具体的には、

まず主要観光地の旅館には、一人以上通訳案内士の設置を義務づける。これにより、通訳

案内士の業務が確保されることで、資格取得のモチベーションを高め、有資格者の増加に

つなげる。人数の増加に伴い、通訳案内士の設置範囲を、全国の旅館、また一部地域の飲

食店へと広げる。これにより、外国人旅行者の言語的障害の撤廃を目指す。 

 

５ 課題と展望 

 本論文は、アンケート調査により、観光客の「穴場」に対する不安と期待、また観光に

おける重要なプラス・マイナス要素を明らかにした。そして、これを踏まえて「穴場」の

強みを活かし、弱みを補うために必要なアクションについて提案した。 

本研究の問題点について挙げていく。３章のアンケート調査については、第一に、年齢

層の偏ったサンプルの結果をどこまで一般化していいのか疑問が残る。3.2 節でも述べた

ように、この偏りは特にメディアの使用傾向などの問いに見て取れる。第二に、アンケー

ト結果の数値に対する統計的評価がおろそかである。第三に、「なぜツアーに参加したの

か/しなかったのか」や「なぜ穴場に行きたいのか」など、本研究で重要な観光客の心理

的要因について、問いを設定していなかった。これらに関しては、心理学の知見などか

ら、今後より精度の高い調査が実施されることを期待したい。 

４章の提言については、第一に、プランによりどの程度観光客や観光消費が増加するの

かと言った効果について言及できていない。先行研究においては、各地の成功事例から観

光振興に有効な策が提案されているものの、その効果を経済的に実証する研究は僅少であ

り、本研究もその一をなしていると言わざるを得ない。国家政策において EBPM(Evidence-

Based Policy Making)の重要性が叫ばれている現在においては、成功事例から帰納的に導

出した案を以て政策を決定するのはもはや不可能の域へと突入しており、経済的な検証が

待たれるところである。第二に、アンケート調査を十分に活用できていない。3.2節での

結果から、観光客自身における観光での重要な要素には、人間関係やトラブル、天候が含

まれるにも関わらず、この需要を考慮できていない。天候に関しては、特に山登りなどの



自然を売りにしている地域であれば、近郊の屋内スポットを紹介するなど、ホームページ

における「雨の日コース」の提案などが解決策として挙げられるが、この具体化について

は今後の課題としたい。先行研究においても、観光客の人間関係やトラブルにアプローチ

した観光政策などについては言及が見られないため、本研究でもこれらの分析を行わなか

った。 

本研究には上述したとおり多くの課題があるものの、本研究の意義がなかったことには

ならないと考えている。第一に、アンケートにおいて、人混みに揉まれないという点で

「人気スポット」に優位性を取れる「穴場」に人が来ない理由を分析した研究はなく、今

後の地域観光振興における新たな視点となりうるだろう。第二に、アンケートでの自由記

述によって非制限的に観光客の記憶に残る重要な観光要素を抽出した点も本調査の独自性

と言える。改善案としては、より無意識の需要を調査するならば、問題の意図を回答者に

わからせないようにして自由記述で回答してもらう投影法などの実施が望ましいだろう

が、無意識下の思考により観光行動が決定されるかについては疑問であるため、本調査程

度の設問が適していると考えられる。今後、人間関係などに働きかけられるような観光の

すがたについてのさらなる研究が進むことを期待したい。第三に、提言の内容が地域振興

に偏らず、観光客の視点をふんだんに取り入れたものである。観光による地域振興も重要

ではあるものの、それはあくまで結果であり、地域振興自体が目的となっては観光客は来

ないだろう。そのため、観光客の心理をより深く分析する観光心理学の発展が大切であ

る。 

 ４章においては、近隣の市町村や都道府県などの地方自治体、また旅行会社などの連携

が重要と述べたほか、特に 4.3節ではインバウンド対策として国単位で行うべき政策につ

いても言及した。このように、観光振興では、「官・民」「国・地域」の垣根を超えた協力

が必要であることは、多くの先行研究が指摘するとおりである。そればかりでなく、「観

光学」においても、先述しただけで心理学や経済学など、多くの学問が活用されるべき学

際的学問である。今後も多角的な視点から観光研究がなされ、「官民学」の一層の連携に

期待したい。 
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